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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第89期

第２四半期
連結累計期間

第90期
第２四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日

受注高 (百万円) 82,241 86,669 165,800

売上高 (百万円) 63,940 67,008 154,658

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △ 1,707 △ 2,120 2,680

四半期(当期)純損失(△) (百万円) △ 1,269 △ 1,287 △ 4,992

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △ 2,112 1,723 △ 857

純資産額 (百万円) 76,199 75,796 76,932

総資産額 (百万円) 147,120 152,995 166,477

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △ 17.90 △ 19.06 △ 71.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 51.8 49.5 46.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,556 222 9,729

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 4,041 656 △ 9,481

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 1,520 △ 3,212 △ 1,028

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 41,082 38,183 40,367

　

回次
第89期

第２四半期
連結会計期間

第90期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △ 5.73 △ 3.67

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．受注高および売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第89期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第90期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額が計上されているため記載しておりません。

５．第89期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額が計上されてお

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の異常な

変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに契約した重要な契約等はありません。

　なお、フィシア・バブコック・環境社との技術受入契約について契約の延長（至平成26年７月）を、ま

たヴィアストア・システムズ社との技術援助契約について契約の更新（自 平成25年７月　至　平成26年

７月）をしております。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間の我が国経済は、政府主導の財政政策や金融政策および円安の進展に伴う

輸出の増加などに支えられ企業収益は改善し、景気は着実に回復いたしました。

　建設投資につきましては、公共投資は大型補正予算に支えられ順調に増加しており、国内の民間設備

投資も緩やかな回復基調にありますが、当社グループの事業において、受注価格競争の激しさは依然と

して継続しており、加えて労務費および資機材価格の上昇懸念もあり、採算を確保することが困難な環

境となりつつあります。
　

このような環境のなかで当社グループでは、平成23年度から５ヵ年に亘る中期経営計画（SANKI

VITAL PLAN 90th）をスタートさせました。「総合エンジニアリング企業として省エネルギー・新エネ

ルギーシステムのニーズの普及を促進し、快適な低炭素社会の実現に貢献する」という経営理念に基づ

き、達成に向けて全社一丸となって具体的な施策を進めております。

　当第２四半期連結累計期間の連結業績は、次のとおりであります。
　

　 　 　 　 （単位：百万円）

　
受注高 売上高 営業損失（△） 経常損失（△）

四半期
純損失（△）

当第２四半期
連結累計期間

86,669 67,008 △ 2,540 △ 2,120 △ 1,287

前第２四半期
連結累計期間

82,241 63,940 △ 1,934 △ 1,707 △ 1,269

増　減 4,427 3,067 △ 606 △ 412 △ 18

増減率 5.4% 4.8% ― ― ―

　 　 　 　 　 　

　 当期首 当期末
当期首からの増

減
増減率

　

繰越受注高 111,420 131,080 19,660 17.6%
　

受注高につきましては、前年同期と比較して44億2千7百万円増加いたしました。また、売上高につき

ましても、前期からの繰越工事の増加により前年同期と比較して30億6千7百万円の増収となりました。

一方、利益面につきましては、設備工事事業の増収増益や、当社グループ全体で経費削減に努めました

ものの、不動産事業が前期に大型賃貸物件の契約期間満了により大幅な減益となった要因を吸収しきれ

ず、全体の営業損失、経常損失および四半期純損失につきましては前年同期と比較して悪化いたしまし

た。
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セグメントの業績は、次のとおりです。

　なお、建築設備事業、機械システム事業および環境システム事業につきましては、通常の営業形態と

して、工事の完成引渡しが年度末に集中する影響で、売上高および利益額が第４四半期に偏る季節要因

があります。

　また、当年度第１四半期から親友サービス株式会社を新たに連結の範囲に含めました。同社は主に当

社の総務業務の受託、リース事業および保険代理事業等、業務を補完する機能を担う子会社であり、報

告セグメントに含まれない事業セグメントとして「その他」に表示しております。

① 建築設備事業

　ビル空調衛生、主に工場向けの空調設備を中心とする産業空調、電気設備、スマートビルソリュー

ションおよびファシリティシステムに関する事業等、建築設備工事の概ね全てを包含する事業で構成さ

れております。

　受注高は749億9千2百万円（前年同期比7.6％増）、売上高は578億6百万円（前年同期比7.5％増）、

セグメント損失（経常損失）は17億9千万円（前年同期はセグメント損失22億3千万円）となりました。

　前期からの繰越工事が増加したことにより増収となり、セグメント損失は減少しております。

② 機械システム事業

　主に搬送システムおよび搬送機器に関する製造販売事業で構成されております。

　受注高は46億2千3百万円（前年同期比18.6％減）、売上高は42億6千2百万円（前年同期比35.6％

増）、セグメント損失（経常損失）は1億5千万円（前年同期はセグメント損失3億9千7百万円）となり

ました。

　受注高は、前期に大型搬送用設備の受注があった反動で減少いたしました。

　前期からの繰越工事が増加したことにより増収となり、セグメント損失は減少しております。

③ 環境システム事業

　主に官公庁発注の上下水道施設および廃棄物処理施設に関する事業で構成されております。

　受注高は65億4千万円（前年同期比14.4％増）、売上高は45億5千9百万円（前年同期比22.2％減）、

セグメント損失（経常損失）は10億1千1百万円（前年同期はセグメント損失4億2千8百万円）となりま

した。

　前期からの繰越工事が減少したことおよび前年同期に大規模修繕工事の売上高があった反動等の影響

から減収となり、セグメント損失は増加しております。

④ 不動産事業

　売上高は5億3千8百万円（前年同期比60.8％減）、セグメント利益（経常利益）は6千1百万円（前年

同期はセグメント利益6億9千2百万円）となりました。

　神奈川県大和市所在の大型賃貸物件について、前期に契約期間が満了となった影響から、減収減益と

なりました。

⑤ その他

　売上高は3億円、セグメント利益（経常利益）は2千8百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は942億5千6百万円（前連結会計年度末比15.2％

減）、固定資産は587億3千9百万円（前連結会計年度末比6.2％増）となりました。その結果、総資産は

1,529億9千5百万円（前連結会計年度末比8.1％減）となりました。

総資産の減少の主な要因は、流動資産の受取手形・完成工事未収入金等が減少したことによるもので

あります。これは当社グループの売上高は期末に集中するため、各四半期連結会計期間末の受取手形・

完成工事未収入金等は、前連結会計年度末と比べて減少するという季節的変動によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における流動負債は597億6千7百万円（前連結会計年度末比18.7％

減）、固定負債は174億3千1百万円（前連結会計年度末比8.9％増）となりました。その結果、負債合計

は771億9千8百万円（前連結会計年度末比13.8％減）となりました。

負債の減少の主な要因は、流動負債の支払手形・工事未払金等が減少したことによるものでありま

す。これは総資産の減少要因と同様に、各四半期連結会計期間末の支払手形・工事未払金等は、前連結

会計年度末と比べて減少するという季節的変動によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における純資産は757億9千6百万円（前連結会計年度末比1.5％減）とな

りました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末残高に比べ21

億8千4百万円減少（前年同期比28億9千9百万円の減少）し、381億8千3百万円となりました。当第２四

半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減の要因は次のとおりでありま

す。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、2億2千2百万円の増加

（前年同期比53億3千4百万円の減少）となりました。これは主に売上債権の回収と未成工事受入金の

増加、仕入債務の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、6億5千6百万円の増加

（前年同期比46億9千8百万円の増加）となりました。これは主に保険積立金の払戻しによるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、32億1千2百万円の減少

（前年同期比16億9千1百万円の減少）となりました。これは主に自己株式の取得と配当金の支払いに

よるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費は494百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 192,945,000

計 192,945,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 69,661,156 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 69,661,156 同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成25年６月26日

新株予約権の数(個) 　　　　440個 　　　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　　44,000株　　　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　　　１円　　　（注）２

新株予約権の行使期間 平成25年７月12日～平成55年７月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

　　　　　　発行価格　　580円　（注）３
　　　　　　資本組入額　290円　（注）４

新株予約権の行使の条件 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締
役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）６
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(注) １．新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の無償割当を含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）または株式併合をおこなう場合には、

新株予約権のうち、当該株式分割または株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、付与株式

数を次の計算により調整する。

　　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割または併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整をおこなうことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

２．新株予約権の払込金額は、新株予約権の割当日において、第三者評価機関がブラック・ショールズモデルに

より算出した１株当たりのストックオプションの公正な評価単価に、付与株式数を乗じた金額とする。

なお、新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、当該払込金額の払込みに代

えて、当社に対する報酬債権をもって相殺するものとし、金銭の払込みを要しないものとする。

３．発行価格は、割当日における新株予約権の公正価額（１株当たり579円）と新株予約権行使時の払込額（１

株当たり１円）を合算している。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合における資本金および資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合

は、これを切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、本新株予約権の行使期間において、当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪

失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日までの間に限り新株予

約権を行使できる。なお、かかる行使は一括行使に限るものとする。

②新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人のうち配偶者または一親等の親族の１名に限り本新株予約

権を行使できる。なお、かかる行使は一括行使に限るものとする。

６．組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　　当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の発生日（吸収合

併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収

分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ず

る日、および株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前において残存

する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権を本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、本新

株予約権の発行要領に準じて再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸

収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限る。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減
額　

(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

― 69,661,156 ― 8,105 ― 4,181

　

(6) 【大株主の状況】

平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三井生命保険株式会社
（常任代理人　日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－11）

6,500 9.33

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

5,700 8.18

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 5,256 7.55

三機共栄会 東京都中央区明石町８－１ 2,768 3.97

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１－８－11 2,215 3.18

シービーエヌワイデイエフエイイン
ターナショナルキャップバリュー
ポートフォリオ
（常任代理人　シティバンク銀行株
式会社）

３８８　グリニッジストリート　ニューヨー
ク　ニューヨーク　１００１３　米国
（東京都品川区東品川２－３－14）

1,642 2.36

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 1,623 2.33

ステート　ストリート　バンク　ア
ンド　トラストカンパニー　５０５
１０３
（常任代理人　株式会社みずほ銀行
決済営業部）

ボストン　マサチューセッツ　０２１０１　
米国
（東京都中央区月島４－16－13）

1,342 1.93

三機工業従業員持株会 東京都中央区明石町８－１ 1,215 1.74

小野薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町２－１－５ 1,060 1.52

計 ― 29,321 42.09

(注)　１　上記のほか当社所有の自己株式4,122千株（5.9％）があります。

２　当第２四半期会計期間末現在における、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社（信託口）の信託業務に係る株式数は、当社として把握することができない

ため記載しておりません。

３　ブランデス・インベストメント・パートナーズ・エル・ピーから、平成25年７月３日付で関東財務局長に提

出された大量保有報告書により平成25年６月28日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりま

すが、当社として当第２四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主

の状況」には含めておりません。

なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ブランデス・インベストメント・
パートナーズ・エル・ピー

アメリカ合衆国、カリフォルニア州92191、
サンディエゴ、エル・カミノ・レアール
11988、500号室

3,679 5.28

　

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

四半期報告書

 8/22



　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普 通 株 式 　
4,122,000　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　65,405,000 65,405 ―

単元未満株式
普 通 株 式 　　
134,156　

―
一単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 69,661,156 ― ―

総株主の議決権 ― 65,405 ―

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式403株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
三機工業株式会社

東京都中央区明石町８番１号 4,122,000 ― 4,122,000 5.9

計 ― 4,122,000 ― 4,122,000 5.9

　

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)および第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 36,368 34,183

受取手形・完成工事未収入金等
※2 63,288 46,841

有価証券 3,999 3,999

未成工事支出金 1,529 2,913

原材料及び貯蔵品 249 278

繰延税金資産 1,889 2,930

その他 4,103 3,259

貸倒引当金 △282 △151

流動資産合計 111,146 94,256

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 39,848 39,632

減価償却累計額 △34,672 △34,730

建物・構築物（純額） 5,176 4,902

機械、運搬具及び工具器具備品 3,987 3,896

減価償却累計額 △3,585 △3,485

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

402 410

土地 4,331 4,139

リース資産 401 441

減価償却累計額 △84 △108

リース資産（純額） 317 333

建設仮勘定 － 0

有形固定資産合計 10,227 9,786

無形固定資産

その他 491 450

無形固定資産合計 491 450

投資その他の資産

投資有価証券 27,946 32,339

長期貸付金 346 285

前払年金費用 7,312 7,233

繰延税金資産 136 132

敷金及び保証金 1,067 1,079

保険積立金 950 287

その他 7,972 8,250

貸倒引当金 △1,120 △1,105

投資その他の資産合計 44,612 48,502

固定資産合計 55,331 58,739

資産合計 166,477 152,995

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

四半期報告書

11/22



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等
※2 51,853 36,645

短期借入金 6,920 6,838

リース債務 57 63

未払法人税等 2,497 164

繰延税金負債 10 18

未成工事受入金 5,332 8,961

賞与引当金 2,176 2,016

役員賞与引当金 83 35

完成工事補償引当金 345 293

工事損失引当金 801 577

その他 3,461 4,151

流動負債合計 73,540 59,767

固定負債

長期借入金 320 150

リース債務 331 336

繰延税金負債 2,408 4,054

退職給付引当金 7,313 7,239

役員退職慰労引当金 275 245

債務保証損失引当金 29 28

その他 5,327 5,376

固定負債合計 16,004 17,431

負債合計 89,544 77,198

純資産の部

株主資本

資本金 8,105 8,105

資本剰余金 4,181 4,181

利益剰余金 60,855 56,376

自己株式 △2,750 △2,443

株主資本合計 70,391 66,219

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,631 9,594

為替換算調整勘定 △90 △42

その他の包括利益累計額合計 6,540 9,552

新株予約権 － 25

純資産合計 76,932 75,796

負債純資産合計 166,477 152,995
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高

完成工事高 62,568 66,432

不動産事業等売上高 1,372 576

売上高合計 63,940 67,008

売上原価

完成工事原価 57,747 61,421

不動産事業等売上原価 651 433

売上原価合計 58,398 61,855

売上総利益

完成工事総利益 4,821 5,010

不動産事業等総利益 720 142

売上総利益合計 5,541 5,153

販売費及び一般管理費
※1 7,475 ※1 7,694

営業損失（△） △1,934 △2,540

営業外収益

受取利息 29 26

受取配当金 225 276

貸倒引当金戻入額 43 136

その他 117 247

営業外収益合計 416 686

営業外費用

支払利息 46 49

持分法による投資損失 － 22

為替差損 44 48

その他 98 145

営業外費用合計 189 266

経常損失（△） △1,707 △2,120

特別利益

固定資産売却益 － 179

特別利益合計 － 179

特別損失

減損損失 46 143

固定資産除却損 19 －

投資有価証券評価損 176 －

特別損失合計 242 143

税金等調整前四半期純損失（△） △1,950 △2,084

法人税、住民税及び事業税 173 113

法人税等調整額 △854 △910

法人税等合計 △680 △797

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,269 △1,287

四半期純損失（△） △1,269 △1,287
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,269 △1,287

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △835 2,962

為替換算調整勘定 △8 48

その他の包括利益合計 △843 3,011

四半期包括利益 △2,112 1,723

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,112 1,723

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,950 △2,084

減価償却費 596 361

減損損失 46 143

貸倒引当金の増減額（△は減少） △149 △146

退職給付引当金の増減額（△は減少） △291 5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △165 △34

工事損失引当金の増減額（△は減少） 95 △223

受取利息及び受取配当金 △255 △302

支払利息 46 49

持分法による投資損益（△は益） △1 22

有形固定資産売却損益（△は益） 0 △179

売上債権の増減額（△は増加） 17,323 16,602

未成工事支出金の増減額（△は増加） △334 △1,365

仕入債務の増減額（△は減少） △14,392 △15,250

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,856 3,616

その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,013 670

その他 2,271 599

小計 5,710 2,485

利息及び配当金の受取額 255 307

利息の支払額 △41 △43

法人税等の支払額 △548 △2,529

法人税等の還付額 180 2

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,556 222

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,000 △300

有形固定資産の取得による支出 △217 △262

有形固定資産の売却による収入 － 277

投資有価証券の取得による支出 △121 △122

投資有価証券の売却による収入 － 7

投資有価証券の償還による収入 294 200

貸付けによる支出 △21 △2

貸付金の回収による収入 38 170

保険積立金の払戻による収入 － 723

その他 △14 △34

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,041 656

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 19 △81

長期借入金の返済による支出 △170 △170

自己株式の取得による支出 △813 △2,407

リース債務の返済による支出 △20 △31

配当金の支払額 △536 △521

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,520 △3,212

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 51

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14 △2,281

現金及び現金同等物の期首残高 41,097 40,367

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 96

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 41,082 ※1 38,183

EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

四半期報告書

15/22



EDINET提出書類

三機工業株式会社(E00107)

四半期報告書

16/22



【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

　（連結の範囲の重要な変更）

非連結子会社でありました親友サービス株式会社につきましては、重要性が増したため、第１四半期連結会

計期間から連結の範囲に含めております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　保証債務

下記の借入金について債務保証をおこなっています。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

呼吸器・アレルギーセンター
ＥＳＣＯ㈱

12百万円 10百万円

　　　上記保証額は連帯保証分であるため、当社グループ負担額を記載しています。

　

※２　四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理してい

ます。なお、前連結会計年度末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形

が、連結会計年度末残高に含まれています。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成25年９月30日)

受取手形 134百万円 ―

支払手形 54 ―

　

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日)

従業員給料手当 2,664百万円 2,633百万円

賞与引当金繰入額 846 876

役員賞与引当金繰入額 36 35

退職給付費用 280 252

減価償却費 210 195

　

２　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）および当第２四半期連
結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）
　
　当社グループの売上高は、主たる事業である設備工事事業において、契約により工事の完成引渡しが
第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間に
おける売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動がありま
す。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日)

現金預金勘定 34,083百万円 34,183百万円

取得日から３か月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券）

6,999 3,999

現金及び現金同等物 41,082 38,183

　

(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 536 7.50 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年11月９日
取締役会

普通株式 521 7.50 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金

　

　３．株主資本の著しい変動

当社は、平成24年６月27日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得をおこないました。この

取得により自己株式は、当第２四半期連結累計期間において813百万円増加し、当第２四半期連結会

計期間末において2,749百万円となっております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

　１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 521 7.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月８日
取締役会

普通株式 491 7.50 平成25年９月30日 平成25年12月10日 利益剰余金

　

　３．株主資本の著しい変動

当社は、平成25年５月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得および消却をおこないま

した。これによる当第２四半期連結累計期間の取得による自己株式の増加額は2,407百万円、消却に

よる自己株式および利益剰余金の減少額は2,714百万円となり、当第２四半期連結会計期間末の自己

株式は2,443百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）２

建築設備
事業

機械
システム
事業

環境
システム
事業

不動産
事業

計

売上高 53,757 3,142 5,860 1,372 64,132 △ 192 63,940

セグメント利益又は損失
（△）

△ 2,230 △ 397 △ 428 692 △ 2,364 656 △ 1,707

(注)１．セグメント利益又は損失（△）の調整額656百万円には、各報告セグメントに配分していない全社損益430百

万円、社内上各セグメントに配賦した金利負担の戻入額225百万円が含まれております。なお、全社損益の主

なものは、各セグメントに帰属しない利息および配当金、全社費用の配賦差額などであります。

　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失と調整をおこなっており

ます。

　

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

建築設備
事業

機械
システム
事業

環境
システム
事業

不動産
事業

計

売上高 57,806 4,262 4,559 538 67,166 300 67,466 △458 67,008

セグメント利益
又は損失（△）

△1,790 △150 △1,011 61 △2,891 28 △2,863 742 △2,120

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リース事業および保険代理事業

等を含んでおります。なお、非連結子会社でありました親友サービス株式会社につきましては、第１四半期

連結会計期間から連結の範囲に含めており、同社の事業を「その他」として表示しております。

　　２．セグメント利益又は損失（△）の調整額742百万円には、各報告セグメントに配分していない全社損益655百

万円、社内上各セグメントに配賦した金利負担の戻入額86百万円が含まれております。なお、全社損益の主

なものは、各セグメントに帰属しない利息および配当金、全社費用の配賦差額などであります。

　　３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益及び包括利益計算書の経常損失と調整をおこなっており

ます。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
  至  平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
  至  平成25年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △17.90円 △19.06円

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失(△)(百万円) △1,269 △1,287

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △1,269 △1,287

普通株式の期中平均株式数(千株) 70,901 67,580

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要　　

―――――― ――――――

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

　　　損失金額が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

　　　ものの、１株当たり四半期純損失金額が計上されているため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりであります。

(1) 決議年月日 平成25年11月８日

(2) 中間配当金総額 491,540,648円

(3) １株当たりの額 7円50銭

(4) 支払請求の効力発生日および支払開始日 平成25年12月10日

　　 (注)　平成25年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いをおこないます。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 　
公認会計士　　森　　　　　行　　一　　印

業務執行社員 　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　金　　子　　一　　昭　　印

業務執行社員 　

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年11月７日

三機工業株式会社

取締役会　御中

　

　

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三

機工業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成25年７月１日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括

利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三機工業株式会社及び連結子会社の平成25

年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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